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この要領は、「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託の受託事業者を選定す

るための手続等に関し、必要な事項を定めるものである。 

 

１．業務の概要 

（１）名称    「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託 

（２）内容    別紙『「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託仕様書』の

とおり 

（３）業務期間  契約締結の日から令和７年３月 14日まで 

（４）委託限度額 ￥１４，０８０，０００（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２．受託者選定方法 

  公募型プロポーザル方式 

 

３．業務スケジュール（予定） 

（１）公募開始日        令和６年５月 31 日（金） 

（２）参加申込書受付締切日   令和６年６月 20 日（木）17時まで（必着） 

（３）参加資格確認結果通知日  令和６年６月 21 日（金）まで 

（４）質問の締切日       令和６年６月 13 日（木）17時まで（必着） 

（５）質問に対する回答日    令和６年６月 14 日（金）までに市ホームページに掲載 

（６）提案書等の提出締切日   令和６年７月１日（月）17時まで（必着） 

（７）プレゼンテーション    令和６年７月５日（金）予定 

（８）審査結果通知       令和６年７月８日（月）予定 

※ただし、各実施日については、事務の都合等により変更の可能性あり。 

 

４．参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手続開始の申立て

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５条）に基づく再生手続開始の申立てをしている者

でないこと。 

（３）手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態

が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

（４）民事執行法（昭和５４年法律第４号）による差押等金銭債権に対する強制執行若しくは国

税、地方税その他の公課について滞納処分の執行を受けた者でないこと。 

（５）民事保全法（平成元年法律第９１号）に基づく民事保全の手続が常態として行われている

と認められる者でないこと。 

（６）地方税及び国税について滞納がないこと。 

（７）法人等にあっては役員等（個人にあってはその者）が、延岡市暴力団排除条例（平成２３

年条例第２２号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団関係者で
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ないこと。 

（８）参加申込書の提出期限から受託候補者の選定までの間に、延岡市の競争入札において指名

停止措置を受けていないこと。 

（９）令和元年度以降に、国もしくは地方公共団体から施設整備の基本計画策定業務を受託し、

その委託業務契約を履行した実績があること。 

 

５．実施要領等の交付 

（１）交付資料 

  ①（仮称）南部地域子育て支援拠点施設整備 基本構想 

②「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託公募型プロポーザル実施要領 

  ③「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託仕様書 

  ④「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託公募型プロポーザル評価基準 

  ⑤「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託公募型プロポーザル様式集 

（２）配付方法 

  延岡市ホームページに掲載。必要に応じてダウンロードし使用すること。 

 

６．参加申込の手続き 

（１）事務局（問合せ先） 

〒８８２－８６８６ 延岡市東本小路２番地１ 

延岡市役所健康福祉部こども保育課（本庁舎２階） 

電話 ０９８２－２２－７０１７  FAX ０９８２－２２－１３４７ 

Mail jidoh@city.nobeoka.miyazaki.jp 

（２）提出書類 

①参加申込書兼誓約書（様式１） 

②暴力団等排除に係る誓約書（様式２） 

③過去の業務実績（任意様式） 

④契約実績を証明する書類（契約書等） 

⑤現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し（令和６年３月１日以降の発行分） 

⑥直近事業年度３か年の決算財務諸表の写し 

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書） 

※株式会社でない場合、法人形態によって作成が義務付けられている決算書類を提 

 出すること。 

⑦納税証明書の写し 

（国税及び地方税の未納の税額がないことを証明するもの） 

（３）提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る。）により、（１）の事務局宛てに提出すること。 

（４）提出期限 

①持参の場合 令和６年５月 31 日（金）～令和６年６月 20日（木） 

（土曜、日曜及び祝日を除く。８時 30分から 17時まで） 
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②郵送の場合 令和６年６月 20 日（木）17時まで（必着） 

（５）参加申込の結果通知 

参加申込の結果について、令和６年６月 21 日（金）までに通知する。また、参加資格を有す

る者には、併せて企画提案書類等の提出を要請する。 

 

７．質問及び回答 

（１）質問 

  質問事項等がある者は、下記のとおり質問書を提出すること。 

①提出方法  メール又はＦＡＸにより、６（１）の事務局宛て送付すること。 

提出後は必ず事務局へ受信確認の連絡を行ってください。 

  ②提出書類  質問書（様式３） 

③受付期間  令和６年５月 31 日（金）～令和６年６月 13日（木）17 時まで（必着） 

（２）回答 

①回答方法  延岡市のホームページに掲載し、個別には回答しない。 

また、延岡市の回答は、実施要領及び仕様書等を補足する効力を有するもの

とする。電話や口頭による質問には対応しない。 

②回答日   令和６年６月 14 日（金） 

 

８．企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

①企画提案書（任意様式）  ７部 

②見積書（様式４）  １部 

 見積書には内訳書（任意様式）を添付すること 

（２）企画提案書への記載事項 

№ 記載項目 記載内容 

① 事前調査、現状整理 

・地域住民意見の収集、整理、分析方法の妥当性 

・先進事例情報の妥当性 

・基本構想の理解度、必要な条件の整理 

② 

基本構想の実現可能性検証

に基づく具現化に向けた取

り組み方法 

・数値化等による実現可能性の検討方法 

・サウンディングの実施方法 

・検討委員会、幹事会、子ども・子育て会議、パブリックコメント

の実施支援方法 

③ 独自の提案・企画力 

・本市の特性を踏まえた検討及び提案者のノウハウを活かした独

自性 

・モデルプラン提案に向けた取り組み方法 
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（３）企画提案書の作成方法 

①仕様書に記載の要件をすべて満たした上で、企画提案書記載事項のすべての必須項目に言

及すること。また、提案事項があれば、あわせて言及すること。 

②表題は『「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託事業者選定に係るプロ

ポーザル企画提案書』とすること。 

③評価基準を踏まえ、提案者としてのアピールポイント等を具体的に記載すること。 

④専門的な知識を有していなくても評価が可能な企画提案書を作成すること。やむを得ず専

門用語を使用する場合は、一般用語を用いて脚注を付記するなど理解しやすいものとする

こと。 

（４）提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る。）により、６（１）の事務局宛て提出すること。 

（５）提出期限 

①持参の場合 参加資格確認結果通知日～令和６年７月１日（月） 

（土曜、日曜及び祝日を除く。８時 30分から 17時まで） 

②郵送の場合 令和６年７月１日（月）17時まで（必着） 

 

９．評価方法 

（１）評価基準 

別紙「評価基準」のとおり 

（２）プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

企画提案書及び見積書の内容について、プレゼンテーション及びヒアリングを実施する。 

①日程    令和６年７月５日（金）予定（日程については別途連絡する。） 

②出席者   １者３名以内 

③実施時間  １者 50分以内（セッティング 5分・プレゼンテーション 25分・質疑応 

答 20 分） 

④貸出物品  机・椅子・電源・スクリーン・プロジェクター・ＨＤＭＩケーブルとする。そ

れ以外の物品については、参加業者の負担において用意すること。 

⑤出席方法  オンライン参加は可能とする。企画提案書提出期限まで（様式５）を提供す

ること。 

（３）受託候補者の選定方法 

①「南部地域子育て支援拠点施設整備」基本計画策定業務委託事業者選定に係るプロポーザ

ル方式選定委員会設置要綱第３条に規定する委員が、提案内容の審査を行い、評価基準に

④ 業務遂行方法の妥当性 

・業務工程の具体性・妥当性 

・業務計画・業務報告・打合せの方法を含む、市との連絡、連携、

情報共有等の方法 

⑤ 
基本計画策定業務にかかる

人員体制 

・業務履行に向けた配置人員数 

・一級建築士等技術者の資格を有する者の配置状況 
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基づき採点を行う。 

②失格者を除き、各委員の採点の合計点数が最も高い提案業者を受託候補者として選定し、

契約の締結に向けた仕様書等の詳細協議を行うものとする。 

③複数の参加事業者の合計点数が同一の場合には、「基本構想の実現可能性検証に基づく具現

化に向けた取り組み方法」の項目の評価点が高い事業者を受託候補者とする。「基本構想の

実現可能性検証に基づく具現化に向けた取り組み方法」の項目の評価点が同一の場合、選

定委員の多数決により順位を決定する。 

④上記にかかわらず、合計点数が評価基準点数全体の 60％未満の場合には、受託候補者とし

て選定しない。 

⑤提案者数が１者の場合は、合計点数が全体の６割以上の得点を獲得した場合に限り、本プ

ロポーザル実施要領、仕様書等を満たすと判断し、その提案者を委託候補者として決定す

る。 

（４）その他 

次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。 

①参加申込書又は提案書類について、提出期限を過ぎて提出された場合 

②提出書類に虚偽の記載があった場合 

③プレゼンテーションを正当な理由なく、欠席した場合 

④審査の公平性を害する行為があったと市が認める場合 

 

10．選定結果の通知・公表 

（１）選定結果の通知 

選定結果は、選定作業終了後、全ての提案事業者に書面で通知する。 

（２）公表 

選定結果通知日の翌営業日以降に、次の項目を延岡市のホームページに公表する。 

また、選定理由等についての問い合わせには応じない。 

 

11．契約に関する事項 

（１）契約の締結 

受託候補者と延岡市の間で、委託内容、経費等について再度調整を行った上で協議が整った

場合、契約を締結する。仕様書は、契約時に基本となる仕様書とするが、採択された企画提案

書の内容を踏まえ、調整のうえ確定する。 

（２）契約保証金 

延岡市契約規則（平成１２年規則第１６号）第２６条及び第２７条の定めによる。 

（３）その他 

①契約代金の支払い方法は、受託者と延岡市が協議の上、契約書に定める。 

②受託候補者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞

退届（様式６）を提出すること。なお、この場合、次順位者を受託候補者とする。 

 

 



6 

12．その他 

（１）提出書類の取扱い 

①提出された書類は、返却しない。 

②提出された書類の訂正・差替えは認めない。ただし、市から指示があった場合は除く。 

③提出された書類は、本プロポーザルにおける受託候補者選定以外の目的では使用しない。

ただし、情報公開請求があった場合には、延岡市情報公開条例に基づき対応する。 

④提出のあった書類は、選定作業において必要な範囲で複製する場合がある。 

 

（２）その他 

①本プロポーザルに係る費用については、すべて参加業者の負担とする。 

②参加申込書の提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する時は、辞退届を提出すること。 

③企画提案書及び見積書は、１者につき１提案に限る。 

 


